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経時論叢(京都大学)第161幸第2号， 1998年2月

現代イギリス労資関係の転換についての一考察(2 ) 
一←職場労使関係の変化と労資関係

上回翼士

III 現代イギリス労資関係変化における二つの労資関係空イプ

1 団体交渉という枠組みを職場労使関係の基底とするマヴ口基軸由労資関係り

(2) 労使関係展開の制度的基盤をめぐるマクロの「ルール]

前稿では，現場労使関係の世界の市場過程，労働過程にまたがるジョプをめ

ぐる「ルール」のあり方が，自足的には産業平和の創出をなしうるものではな

かったことを確認した。

との点では， r労使紛争の制度化」を「政策」によるものと捉える Crouch
(1985)の視角が重要な示唆を与える。 Crouch (1985) は，現場労使関係に

おける労使の同体交渉当事者としての相互承認を労資関係の「コーポラテイズ

ム的形態」と「ブルーラリズム的形態」の類似点とした上で，両形態を医分す

る軸を「政策」による「労使紛争の制度化」のあり }jに求めているのである九

との「労使紛争の制度化」のあり方をめぐって，この労資関係タイプの下での

マクロの「ルール」である労働政策は，ポランタリズム的局面とコーポヲテイ

ズム的局面という二つの局面を持つこととなる。

〈ボランタリズム的同由ヲ

この局面を特徴づける 7 クロの「ル ル」である団体交渉に対する法律の非

1) 前1"-留日子については， r，経捕逓減む第160巻第5・6号o rm， -1， -{2)J以干 rj， 結び」までが本号。
2) C. Crouch， "Ausgrlo'nzung d!:'Tじewerkschaf耐1?:Zm Politik der Kon:servativcn"， in 0 1acobi 
und H. Kastendiek， Staat und indj掛か"ielleBeziehungen in G同 βbnω1l1HeπCamJlus， 1985， S 

26Z-s3 
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介入=ボランタリズムは.1労使紛争の制度化」を自足的には成しえない現場

労使関係の世界の「ルールj のあり方に対して「交渉関係J(bargaining 

relationship) としての秩序を与えようとするものであった。「交渉関係」とし

ての秩序とはp 使用者側との「良好な関係J(management's goodwill)のもと

で労働条件の維持改善を図るものとして労働組合の当事者利益が再定義されて

:おり，従って，ジョブ・コントロールに対する経営権の優位が承認されている

状態を恵味する九マクロの「ル」ル」としてのポランタリズムは，一方では

現場労使関係の限界の arate for the jobの 1)レール」と団体交渉という枠組

みを承認すること (collectivela田町一組問)を通して，また一方では労働組合

に市民社会原理の承認を迫るいわば「自由のための介入」を伴うことを通して，

「労使紛争の制度化」を追求したのであるヘ

くコーポラテイズム的局面〉

ζの局而を特徴づけるマクロの「ルール」は. 1社会契約」に代表される

コーポラテイズムの「ルール」である。このコーポラテイズムの「ルール」は，

現場労使関係領域での労働組合機能の自粛と引き換えに労働組合をその中心的

関心事である経済・社会政策の作成に一定の役割jを持って参加させる「政治的

交換」を設定することを通し亡，現場労使関係の「ルールjのあり方が予む対

抗的な契機を国民経済成長をめぐる政労使の合意の内に吸収することを追求す

るものであったヘこの「政治的交換」の設定は，労働組合の当事者利益を政

治的アリーナに向けて再定義するものではあったが，労働組合の戦略として労

") 秩序としての「吏渉閣係」については， M.Terry， "Shop Steward DeveLopmeut and M臼昭電
rial Stratcgicsぺin(;.. S. H剖 ned.， [rzdmtrial Relatwns in Britain， BasiL Bakkwell， 1983， pp 
74 75止びR.Hyman， lndustrial Rda加処←A .Marxist ]ntroduc削 71，11aC皿 llan，1975， p. 168を
参照。 T目 'Yは， BrQwnや Batstoneに依拠しつつI 父渉するに対ま Lいスチュワ ド タイプ
を選ぶことによって経営者はスチュワ-v組融にかなわ童図的に力士及ぼすことができること
従ってジョブ コ〆トロールの機能はしばしば経営者の許容範囲内1:納まるものであることを指
摘し亡し、るのまた， Hyman は，悼尉者四との「良好な関係J(managemcnt's guodwill)を持続す
ることがスチi ワードの職場集団に対する力の資源ともなることを指摘している。
4) 高橋九嘉 Iイヤリスウf梗関係の変貌j R本評論社， 1987年， 230-233ページG
5) C. Cruuch， u.u.O.，S. 262 



現代イギリス労資関係の転換についての 害事(2) C18!) 27 

働者階級に有利な経済・社会政策の形成に向け労働組合の組織力を行使してい

くというものではなかった" r社会契約」は.経済的停滞やインフレ昂進を背
景に， r労使紛争の制度化Jを模索する「政治的交換jとして登場してきたか
らである。

(3) マクロ基軸の労資関係と歴史過程

第一に，市場過程での同体交渉という枠組みを現場労使関係の基l託とするこ

の労資関係は，ボランタリズム的局面とコーポラテイズム的局面の双庁を通じ

て，労働組合の国民経済の場への統合というマクロの「ルール」が，現場労使

関係での労使双占の〈代表主義}を保証するものであったことから，マクロ基

軸の労資関係であると特徴づけることができる。

第ーに，この労資関係のボランタリズム的局面の実存条件は，労働市場が完

全雇用である以上，労働組合の取引的組合主義の圧力を使用者が吸収Lうる製

品市場の好調であった。この比較的高い市場成長という条件はイギリス経済に

おいても1960年代始めまではなお現実的意味を持ち得たが，ここでこのボラン

タリズム的局面はある意図せざる結果を伴った。労働市場・製品市場の双方の

好調を力に，ランク・アンド・ファイルが，第一義的には体制イデオロギーで

あったポランタリズムを作業集団の自治の擁護という産業副治のイデオロギー

に翻訳したのである~「交渉関係jを聞にはさんだ労使の力の均衡は，これに

よって推}Jを得た労働組合側に有利に大きく傾斜していったのであり，ジョ

ブ・コントロールに対する経営権の優位はジョブ・コントロールの経営権に対

する優位に逆転することとなったヘその結呆は，複雑多岐なジョブ・デマ

6) 阪野智 Cfs;嵐長下における政rri過押(三)一一ウィルノン キャラハン労働党政権からサッ
チャ 保守党政権への転換 J r社会科学研空~，第42巷第 2 号， 1凹 3年9n， 2-3ペ ジ。
71 熊沢誠『国家の中の国家労動党政権ト P労働組合 1964-70J. U本評論社。1976年。 6-7ペー

ン 100-102ベ ジ。熊沢氏は， r白山な団体究捗」というアルジョワ的な表現に普通の労働者に
とっての実質的な民主主義を意味する白泊の感覚が込められていることに注意を喚起L，rとり
わけ，作業集問が労働に閉する労働者相可の提を労務管理の要請に対抗させるかたちで交渉が行

われる生産点では，任宜主義を自治の擁誰という丈抵で受付とめる傾向が色揖L、」と述へているの

8) S. Dunn， "1.、romDonovan tO ...... Wherever"， lJ.7uish Jour7lal of 17，d，叫 rialRe印 ums，VoL/ 
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ケーションの発展であり，賃金ドリフトの進展とともにイギリス製造業の競争

力衰退を加速していくこととなったのである。

第三に，ポランタリズム的局面を引き継いだコーポラテイズム的局面は，経

済的停滞を打開する危機管理戦略として「政治的交換」を模索するものであっ

たのであり，その「政治的交換」の設定は労働組合による賃上げ向制を中心的

内容とする「合意に基づく所得政策」という性格を色濃く帯びるものであっ

たぺそれ故に，このコーポラテイズム的局面の安定化のための条件は，労働

組合が組合組織の集権化と代表権の独占を通して組合内部の敵対や反援を克

服・防止しうることであったが，当時のイギリス労資関係の文脈におい亡はこ

の安定化の条件には構造的制約が謀されていた。ポランタリズムを作業集団の

自治の擁護という文脈で受けとめたランク アンド・ファイルが，コーポラ

テイズム的な労資関係モデルに対する強凶な外在性を表現し続けることとなっ

た古、らである問。

2. r生産性同盟」在職場労使関係の基底とするミヲ口基軸の労資関係への移行
ここでの主題は，労使の「生産性岡県」という枠組みを職場労使関係の基底

とする，新たに'1'.み出されつつあるミクロ基軸の労資関係タイフ。である。論述

は，労働政策における変化と職場労使関係を支える労使のアプローチの変化が

中心となる O ミクロの「ルール」とマクロの「ルール」の照応関係については，

新たな労資関係タイプに関する若干のまとめの中で言及する。

(1) サッチャリズムの労働政策~ r労働の排除」への転換
サッチャリズムの労働政策の意図が競争原理・規制なき向由な市場原理を労

働市場にも貫徹させようというものであったこと，そして，その意図を支える

¥31， No. 2， June 1993， p. 177劣悪な労佼闇保やストライキに吋して不平を漏らす桂営管理者が少
ないという1970年代の職場者使関係白状況を，日明nは，スチュワードカミ休戦協定の条件を定義
し軒常管理側がこれへの従属を合理化Lていた事態として把握している。
9) 阪野智 。前掲諭7士.3ページG
10) 熊沢誠ら前掲書， 102ペ ジ。
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論理が労働組合を労働市場の硬直性を招いている機構そのものとして捉えると

いうものであったととは，大方の労使関係研究者の同意を得るところであろう o

そして，その具体的な処方筆が， つには不況の激化と失業の増大を敢えて強

行する体制による完全雇用の維持責任の放棄であり'"また つには労働組合

の弱体化を図る一連の労使関係法制度の改革であったi針。しかし，ここから

サッチャリズムの労働政策をア〆チ・ユニオニズムと規定するだけでは，その

マクロの「ルールjとしての窓味・内容が十分に把握されているとは言えなし」

何故なら，サッチャリズムの労働政策は，過去の労資関係モデルの清算を目指

すものであり，現場労使関係展開の社会的・制度的基盤をめぐるマクロの

~rルール」の転換として把握されねばならないからである。

Kastendiek (1985) は，サッチャリズムの労働政策の意味・内容を「労働の

排除J(labour exdusion)という概念で，すなわち， I政治力j としての労働組

合を排除し， I企業経営における力」としての労働組合を排除するものとして

把握している山口「政治力jとしての労働組合の排除とは，完全雇用の維持責

任を遇した国民経済への労働組合統合の否定を意味する。「企業経営における

力」としての労働組合の排除とは，労使関係法制度改革による集団主義弱体化

11) 不時の失業単産記輯とでも言うべき大量失業を，インフレ抑制をH脅したデフレ政策追求によ

る結果として理解するだけでは，その理解は十分なものではなL、。 D じoatesによれば，大量生

~û)創 111 は.労働組合とL寸最太町プレッンャーグループの押さえ込みを通して， イギ，)ス札会

における階組詰力闘のパラ〆スをkきく聖掌することを量図するも D でもあっ犬 (0. Cua(~> 
The Crisi.1 of La!JouηPhilip Allan， 1989， !Jp. 39-40)。
12) 19i9竿5月の政権発足以来， 1990年11月町退陣に至るまで，サッチャー政権は6段階にわたる

雇用法改iFをはじめとして.労働組合の弱体化を凶る一連の労使関係法制度の改定を進めたにそ

の内容は多蛇にわたるが，主要ポイントとしては〈争議行為Eびぜケゾティングの規制)(ク
ロ ズドーショップの無力1t)(労働組合役員選挙など岩働組合内部問題への介入〉等を指摘す

るこ ζ ができる。これらの労使問係法制度改定を貰〈制度的軒徴は， つには 「集団としての

労働組合の権利を削減L 企業経営富 雇用守に労働組合と対決するためのよりどころをツえる，

そのための法制的枠組ムを」整備するということであり!また， つには， r労働総合員個人の
権利強化を国め 組合組織の統制から逸脱する個人の行動を埜励する」牡網みを整備するという

ことであった(帯地光造 rEC市場統合を迎えるイギ')ス労世間係Jr日本労働研究雑誌JNo 
400. 19明年， 80ページJ，
13) H. Kastenrue.k und H. K品 tendi<，k，“KonservativeWt'ntl"， und ind出 lriel1"， Rpzj品川区酢" m 

Grosbritannien四 din der Bund四回publik"，l'olitishe Viertel;ahresschnft， 26. Jahrgang， Heft 1 

Dezernl肥T 1985， S. 382-389 
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の追求と「労使紛争の制度化」のロジックからの離脱を意味する。サッチャリ

ズムの労働政策は， r労働の排除」として，現場労使関係の{代表主義}を支
えた社会的・制度的基盤をめぐるマクロの「ルール」からの鋭い断絶を表示し

ているのである。

(2) 労使関係に対するアプロ チの変化と職場労使関係の「ルール」

サッチャリズムの労働政策である「労働の排除」によって労資関係のマクロ

的な「ルール」の転換が進行するとともに.80年代にはミクロ的な「ルール」

の世界においても企業内労使関係当事者の労使関係に対するアプローチの大き

な変化が進行した。

使用者側において職場労使関係に対する従来のアプローチを画Fることと

なったのは，製品市場ー労働市場の双克の危機を背景とした，互いに「矛盾」

する二つの側面を持つ人的資源に対する新たな戦略の台頭である。企業経営の

人的資源に対するアプローチの変化の互いに「矛盾」する二つの側面とは，

つには，労働コストの削減に専ら視点を置いた「腕力派の経営管理J(ニマッ

チョ・マネイジメント)の経場である 1110 Purcell & Sisson (1983) が言うよう

に，製品市場における競争力の衰退と労働市場での労働過剰に際して企業経営

が最初に示した反応は，製品市場の即時的な要求と財政的要求に促迫きれた短

期主義的な行動であったのである1目。しかし，第三に，より重要なこととして，

経営の優杭・支配が現在と将来の競争に応えるには充分なものではないという，

短期主義的な対応の不十分性に対する理解の拡大を背景に，従業員の生産能力

やコミットメントを企業の成功にとって最も重要な経済的資源であると見なす

14) 代表は BSC会長として畢鋼合理化を促進L，転じて NCB(石恥庁)長官とし亡 NUR(イ

ギリス民労)のストライキ (1984年3月-1985年3月)を強硬路輯で突破した IanMacgregor， 

sritish Leylandで断固たる縮小合理化を強行L，r合意J(mutuality)協約を破棄して経営管理
権を確立した MichaelEdwardes，新聞 印刷業白「ウ非ッピ〆グ争議」を非妥協的にのりきめ，

Fleet St町引の力闘係を根本的に変えたニょーズ・インターナショナル杜り Rup闘 Murdochの

いわゆる「マッケドマックJ(Mac-Ed-Mac)である。
15) J Purccll and K Sisson，“Starategies and Practice in thc Management of JndustnaL Rt'la 

tions"， in G. S. Bain， t'd.， lnd;町tria!Relations in Bn'ωn丸BasilBlackwdl， 1983， p. 117 
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人的資源管理の理念が台頭してきたことがあるヘ Atkinson [1985J の「柔軟

な企業」モデルは，こうした互L、に「矛盾」する三つの反応を一つの理念の中

に集約して見せたものである。この「柔軟な企業」モデルの核心は，労働力を

「中核」と「周辺」に区分した上で， 方で，パートタイム・テンポラ')ー労

働者など「周辺jグループに対しては短期主義的なコスト節減に眼目を置いた

「数量的柔軟性J(柔軟な雇用調整)を獲得しようとすることであり，他方で，

「中校」グループに対しては訓練や能力開発への投資を通して長期主義的に従

業員の企業コミットメントや「機能的柔軟性J(柔軟な労働慣行)を獲得しよう

とすることである，;) Atkinson [1985J の「柔軟な企業jモデルは，使用者側

の労使関係に対する新たなアプローチの台頭の過程で，一つの布力な設計思想

としての役割を果たしたのである18)c

製品市場労働市場の双方を通じた危機に際し亡，労働側においても，従来

からのアプローチを画する新たな労使関係に対するアプローチが開発された。

それは，ランク・アンド・ファイル，スチュワード組織の個別利益への岡執の

回りに結品化した「新現実主義jの運動理念である則。労働組合の側における

「新現実主義」の台頭に焦点を当ててイギリス労使関係の変化を記述した

出a5set [1986J は， I新現実主義」の運動理念を最も端的に示している電気工

組合・ EETPUの書記長・ EricHammondの次のような発言を紹介Lてい

る。

16) 5. Kessler and F. Bayliss， Cont，州内raryB，.Uuh lndustrial Relalio叫 Macmillan，1992， p. 103 

17) J. Atkinson，目白ibility:PlanrUng f()r an UnceTtain Fllt1.1同ヘ Manp目肘"-rPoli叩 andPractice. 
Vul 1， Smrnner 1985しpp.27-28. 

18) 描上毅『現代英国労働事情」東京大学出版会 1990年 132-135ページ。 AlkiIl山II (1985)の

「柔軟な企業」モデルに対しては，事実記述と盟ノJi韮と予言の混合物であるとの批判も存在する。
論争の紹介としては，稲上，同上書， 92-94ベ ジ及び 5，Kessler and F. Bayliss， up. cit.， pp 

l04-lOEを参聞のことc

19) W. HT()Wn，“The Chang:ing Role of Trade Unions in thc Management of Labour" 晶出品

Journal olIndustrial Relatio叫 VoL24， No. 2， J叫y19制， p. 165. r新現宮下義jの運動理念の台
頭0)過程を Rrownは，ショップ・スチュワード組踊がアウトザイド ユニオンとの関わわよ

りも企業の此胡により自己の利害を見出したこと，このスチヰワ←ド組織の動きに協調的な反応、

がアウトサイド ユニオ〆においても 般化してきたこと，として捉えている。

.-幽圃幽幽幽幽圃岨
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「我々は，公正な使用者と進んで協調する。そうすることによって，我々

の組合員も使刷者もともにより高い自己利益を引き出すことができる。J

「我々の生産効率の高さや技能水準，高い労働支出は多くの使用者に感謝

の念を引き起こすに充分なものだ。我々は，使用者に動作研究や生産性の

向上や職務詐価，技能訓練を与えることができる。我々の組織は，イギリ

ス崖業の成長に決定的に必要な対応をすることにいつでも役立ちうる。Ja，

ζζ に表出している「新現実主義」のアプロ チの新しさは，一つには，

「使用者を敵と見なす考えを公然と拒絶して，階級対立を市場をめぐる企業問

闘争に置き換え」ょうとする経営利己主義の理念の表出にあり 21i 一つには，

経営権限の受容と労働過程への積棟的なコミットメントを高賃金・扉別保障に

結びつけようとする生崖者としてのメンタリティの表出と取引的組合主義から

の離脱にある。ここでのポイントは，新たなデュアリズムを伴った使用者側で

の人的資源に対するアプローチの台頭が， EETPUなどの「新現実主義」の

アプローチに対するフレームワークとなっていることである。製品市場・労働

市場の危機に際して表出する労働者の取引的組合主義からの離脱自体は， EE  

TPUなどの「新現実主義」的な方向に限られるものではない。極言すれば，

70年代のUCS闘争に代表されるような，工場・産業・社会全体へと労働者統

制を押し広げていこうとする運動理念の方向にも，取引的組合主義からの離脱

自体は聞かれている問。従って， ζの労働側の取引的組合主義からの離脱が

「新現実主義jの運動理念の方向に結品化するためには，使用者側における人

的資源に対する新たな理念の台頭がこれを包摂していくことが必要であった。

それ故に，労働側の労使関係に対する新たなアプローチである「新現実主義」

の運動理念は，一面では「協調的生産主義J(cooperative productivism)とし

20) P. tla鎚el，&rike Free-New Industria.l RdatiQ出 inBritain， MacmIllan， 1986， p. 67なお
EETPUとAUEWは1992年に合帯して AEEUとなっている。
21) ibid， p. 174 

22) 造船所閉鎖の脅威に対して工場内拠とワーク イシ鞄衡を効果的に逆行した Upp町口yd，
Shipbuildersの労働者のUCS闘争(J971年)についてはl 栗田健，前掲書，第7<置を参照。
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表1 現代イギリス労資関係変化における一つの労資関係

取{引労藍働樟結=甘職場貰者金世閣(反時対の齢『化jbl-)1レの』
労働政策=マクロの「ルール」

市平P空で 労の働「ル過ー程ルで」のルl

団み体を交職渉場労と使い間う枠係組の
a ratl' for 働制限慣的行な労
the job 

労ボ働ラ組ン合タのリいlズしEム的統合 ポ的プンタリズ
ム局面

基底とす資るマクロ長
軸の労関係 労コ働ー組ポ合ラのテ国イ家ズ的ム統合 ズコムポ的局フ面アイ

!生産性同主量説主話I臨盟主持験2語I童書な労働
関クう係枠ロの基組基軸み底のを 関る係ミ i 

「労働の排除J Oabour exclusion) 

て，また面ではデュアリズムへの同調と新たな排他牲の開発として，特徴づ

けるととができるのであるお〉。

こうした人的資源に対する使用者側のアプロ チと「協調的生雇主義jとL、

う労働側のアプローチが生み出す労使の杭会的な結合のあり方は，労働力商品

の売手と買手の問の凶体交渉という枠組みを基軸にしては理解することはでき

ない。労使双方のアブローチは，労働過程での生産性向上に向けた協調的同盟

への〈統合主義〉のアプローチであって，ストリーク (1984) や Bonnet主

(1985)が百うように，個別企業レベルにおいて「生産性同盟jという枠組み

を生み出していくものに他ならない判。職場労使関係での労働過程における

「ルール」は，柔軟な労働支山と仕事における能力向上を促そうとする経営規

制と従業貝の企業と生産への積極的なコミットメントとが生み出す「柔軟な労

働慣行」となる。そして，この労働過程での「ルール」である「柔軟な労働慣

行」が，その個人差を持った従業員の労働給付と従業員集問としての労働過程

へのコミットメントを通して，他人別業績賃金と集団的な賃金引き kげ(付加

2::1) K Boonett， op. at.， p. 101 

24) (労働給付ー賃金(反対給付))の取引が，師伺なる骨髄関係の枠組みの下で行われ労働市場
過程と労働過程とにまたがってどのような「ル ル」を生み出すのかという労使関係論的な盟定

を与えることがこ二 ζでの主題であるo (スポット自"耳<;1)と{長期継続的収ヲ1)とL、う軒済学的

な理定はクリア な議論とはあるが，労世関係の枠組みやそこでの「ルールjのあめ方を積極的

に表示するものではなし"

幽
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価値配分の集団的決定)という労働市場過程での「ルール」のあり方を規定し

ていくこととなるのである。

(3) 新たな労資関係におけるミクロの「ルール」と7 クロの「ルール」

第一に，労使の「性産性同盟」という枠組みを職場労使関係の基底とする生

み出きれつつある新たな労資関係は， ミクロ基軸の労資関係である。

従米型の労資関係では，労働力の商品牲を保証することを通して労働組合を

国民経済の場へ労働力商品の売千として統合したマクロの「ルール」が，現場

労使関係の世界での労使双方の{代表主義}を保証するものであったことから，

その労資関係タイプはマクロ基軸の労資関係であると特徴づけることができた。

この生み出されつつある新たなタイプの労資関係では， r彼らの企業」の経済
的成功を軸に労働者・労働組合を統合している職場労使関係の{統合主義}が，

自由企業体制のもとでのマクロの「ルール」である f労働の排除」を支持 強

化する方向性を持つことから，その労資関係はミクロ基軸の労資関係であると

特徴づけることができる町"

第一に，マクロの「ルールjにおける「労働の排除」への転換は，労資関係

の転換過程において，職場労使関係の世界の変化を「仲介」する役割を果たし

た。

労働組合の国家的統合から「労働の排除jへの転換は.体制による完全雇用

の維持責任の放棄と 述の労使関係法制度のドラステイフクな変更を通して，

労働組合の弱体化と取引的組合主義からの離脱をもたらした。しかし，労使の

「生産性同盟」という職場労使関係の新たな枠組みが成立するためには，従業

員の企業へのコミットメン卜や生産能力を企業の成功にとって最も重要な経済

的資源であると見なす使用者側での新たな人的資源管理の理念の台頭が，弱体

化した労働側の取引的組合主義からの離脱を包摂することが不可欠であったの

であり，マクロの「ル ルjにおける「労働の排除jへの転換が職場労使関係

2G) 田端博邦「現代日本の%i古関係と国家 国際比較の覗点からJ(藤間車遍 I擁躍的秩序と国剥
東京大学出版会， 1987年 251ページ)。
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の[ルール」の形態までを直接に規定したわけではない。マクロの「ルールj

としてのサッチャリズムの労働政策=r労働の排除」は，労使双方の新たな職
場労使関係へのアプローチが盛り込まれるべき村会的・制度的基盤を創出する

ことを通じて，同体交渉という枠組みを通した労使の社会的結合から「生産性

同盟」という枠組みを通した労使の社会的結合への職場労使関係の世界の変化

をいわば「仲介」する役割を呆たしたのであるお

第三二に，この労資関係転換の過程の駆動刀は，同際競争の強まりによってそ

の質を規定された国民経済の危機の深化であった。国民経済の危機の深化は，

栗同 [1985)が白うように，労働組合機能の様式が国民経済の司容しうる枠を

越え出て強くなりすぎたことに促迫されたものであったが，同時に，その匝l民

経済の危機が資本の国際化の進行を伴った国内外での凪際競争の一層の激化に

よってもその質を規定されていたことが銘記されるべきなのである。

この凶際競争の強まりによってその質を規定きれた国民経済の危機の深化は，

Jつのルートを過して労資関係の転換を促した。 つには，強められた国際競

争のインパクトの下でのイギリス製造業の国際競争ノりの衰退が，個別企業の直

面する製品市場における危機を高めたことである。表2は， 80年代中頃におけ

る先進諸社会の労働コスト(製造業)を国際比較したものである。この表によれ

ばイギリスは|時間当たり総労働コスト」が最低であるにもかかわらず，間際

競争力の指標として最も重要な「単位労働コストJ(付加価値一定額当たり)

がアメリカと並んで最も高い部類に入っており，イギリス製造業の凶際競争力

における劣位と労働力活用における劣位が二つながらに端的に示きれている問。

大量の剰員整理にもかかわらず改善しないイギリス製造業の国際競争力の衰退

は，弱し、企業が淘汰される危険を高めることを通して， r労働力活用をより強
化するために自らの持つ人的資源に依拠JLょうとする個別企業の新たなアプ

26) 労世R方0)新たな職場労使関幌へのアプローチが昼寝り込まれるべき社会的ー制度的基盤の創出

というサッチャ←政権の役割については，嫡池光造!前掲論文 I日本オ醐研究雑誌J83ベーン。
27) W_ Hr川.vnand .1. Wa¥誌h， "Pay n~termination in sritain in thc 1980's; The Anatomy of Dc 

centrnlization"， Orford Review uf EconQmic Poli.y， VoL 7， No. 1， Spring 1991， pp. 46-47 
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表 2 1980年代中頃における製造業・労働コストの国際比較(イギリスニ100)

アメリカ 日 本 フランス ドイァ イギリス

同肩当たり稼得 (a) 170 154 98 135 100 
卜一一一

時間当たり草停に対する付加 36 19 87 85 40 

的労働コストの比率 (b)

時間当たり総労働コスト(り 165 131 131 178 100 

人当たり実付加価値 (d) 2日3 j3~ 162 143 100 

時間当たり実付加価値 ω 177 108 169 165 100 

単位当たり労働コスト(。 111 89 69 88 100 

j担 (a) (11) (c)は1986年時点の盟値o(d) (，) (1)は1985年時点n

出所 Rrown& Walsh r1991] p. 47 

ローチが台頭する文脈を形成したのであるお)。

また， つには，国民経済問の競争の強まりによって国民経済レベルでは，

同際市場競争での供給サイドへの関心が資本の蓄積戦略の支配的関心事となっ

たことである。技術革新，民営化，規制緩和，労働市場の便直性の除去などが

資本の蓄積戦略の支配的関心事となったのであり，労働組合の国家的統合に資

本が見出してきた利点は確実に縮小した冊。

国際競争の強まりによってその質を規定された同民経済の危機の深化は，資

本にとって国家的統合よりも企業による労働者・労働組合の統合がより重要な

意味を帯びる事態を生み出したのであり初このことがマクロの「ルールJに

おける「労働の排除」への転換，職場労使関係における「生産性同盟」という

枠組みの台頭などの過程を促すこととなったのである。

28) W. Brown， Thf' Changing RoJe， vt. cit_， p_ 165 
29) 田端博邦。前掲論文， :::54ベージ。資本の蓄積載暗については，平阿清明「現代市民杜会と企
衆国家J(半田他著『現代市民社会と令業国家jお茶の水害房， 1994午， 37-43ページ)を参照。
叩) 同端博邦，同上論士.256 257ベ ジ。
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IV結び

本論の結論は，第一に， 80年代以降のイギリス労資関係変化に関する限り，

主み出されつつある新たな労資関係は，労働過程での労使の生産性向|に向け

た相互コミットメントすなわち「生産性同盟」という枠組みを職場労使関係の

基底とするミクロ基軸の労資関係としてモデル化しうるということである。

第 に，その職場労使関係の「協調的生産主義」は，使用者側における人的

資源に対する新たな理念の台頭が弱体化した労働側の取引的組合主義からの離

脱のフレームワークとなっていることをその本質としているということである。

そして，第三に，その「協調的生産主義」の職場労使関係は，産業労働の世界

D外部への周辺労働力の排出というデェアリズムの拡大を伴うものであったと

ρうことである。

「彼らの企業Jへの従業員集団の統合はあくまでも従属的な統合にとどまる。

このことは，従業員個々人の仕事における能力向上を促そうとする経常規制と

それへの労働側のコミットメントのあり万に重大な含意を及ぼす。この点に着

」して， I協調的生産主義」の職場労使関係における個人主義と集凶主義の関

車を具体的事例に基づき考察することは，稿を新たにしての課題となる。
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